
平成１７事業年度決算について 

 

１． はじめに 

 国立大学法人金沢大学は、国立大学法人法第３５条及び独立行政法人通則法第３８条の規定に

基づき、平成１７事業年度の決算（財務諸表）を取りまとめて文部科学大臣に提出し、９月１日に文

部科学大臣から承認されました。 

 財務諸表は、企業会計原則をベースにして、国立大学法人特有の会計処理を施した「国立大学

会計基準」等に基づき作成していますが、これらの規定の一部改訂及び運営費交付金債務の収益

化に関する文部科学省の指定により、平成１６事業年度に比べ会計方針や財務諸表附属明細書

の様式を一部追加、変更しています。 

 

２． 平成１７事業年度決算の概要 

 

【財務状況（貸借対照表）】 

○資産の部 １，５５１億円（対前事業年度 △１０億円） 

資産については、前事業年度に対し、角間地区への移転事業、附属病院の中央診療

棟建設及び宝町地区の新規ＰＦＩ事業（総合研究棟改修等）により、建物等の固定資産額

（減価償却費分控除後）が１６億円増加し、また、複数年契約の受託研究分の未収金、附

属病院での未収金がそれぞれ２億円増加しています。反面、施設整備事業計画に基づき

施設費補助金が減少したことに伴い、期末現金残高が３０億円減少しており、結果、資産

は１０億円減少しています。 

 

○負債の部 ５７４億円（対前事業年度 △１８０億円） 

負債については、前事業年度に対し、産業投資特別会計からの借入金の全額１８５億

円を国からの補助金で、また、国立大学財務・経営センターからの借入金のうち１８億円

を附属病院収入から返済していますが、一方で、附属病院の新中央診療棟の大型診療

機器を国立大学財務・経営センターからの借入金により整備したこと等により、差し引き、

借入金残高は１６７億円減少しています。また、前述の通り、施設費補助金が減少したこ

とに伴い期末未払金も３８億円減少しています。反面、宝町地区での新規ＰＦＩ事業等によ

りＰＦＩ債務は１４億円増加し、退職手当の残額や受託研究費・寄附金等がそれぞれの債

務等として１１億円増加しており、結果、負債は１８０億円減少しています。 

なお、附属病院収入に対する借入金の返済比率は、前事業年度１４．８９％に対し、本

事業年度においては、１５．４０％となっています。 

 

    ○資本の部 ９７８億円（対前事業年度 １７０億円） 

       資本については、前事業年度に対し、産業投資特別会計からの借入金返済に伴い１８

５億円が、また、施設費補助金による建物等固定資産の取得により２２億円が資本剰余

金として増加しています。反面、これらの減価償却に伴う損益外減価償却費の増加によ

り資本剰余金が３７億円減少しており、結果、資本は１７０億円増加しています。 



【運営状況（損益計算書）】 

   ○経常収益 ４２８億円（対前事業年度 ８億円） 

経常収益については、運営費交付金収益や附属病院収益など各収益の構成比は平

成１６事業年度とほぼ同様となっています。また、前事業年度に対し、運営費交付金収益

が３億円減少していますが、主に、これは運営費交付金を使用しての固定資産の取得が

増加したことによるものです。病院収益は、増収努力により５億円を、受託研究費等の競

争的資金についても、獲得努力により２億円を増加させています。また、学生納付金その

他の収益も４億円が増加しており、結果、経常収益は８億円増加しています。 

 

○経常費用 ４２７億円（対前事業年度 １３億円） 

経常費用についても、人件費や教育経費・研究経費など各費用の構成比は平成１６事

業年度とほぼ同様となっています。また、前事業年度に対し、前述の附属病院の収益増

に伴う費用増加分が２億円、附属病院新中央診療棟及び角間総合研究棟（工学部）への

移転費の増加分が４億円、附属病院の新中央診療棟の大型医療機器を国立大学財務・

経営センターからの借入金により整備したことに伴う減価償却費等の増加分が５億円、

受託研究等の外部資金増加に伴う費用増加分が２億円となっており、結果、経常費用は

１３億円増加しています。 

 

○当期純利益 ０．５億円（対前事業年度 △１３億円） 

法人初年度である平成１６事業年度の決算は、国からの病院診療債権等の承継など

特殊な事象があったため、当期純利益は１４億円でしたが、平成１７事業年度の決算は、

初年度のような特殊事象もなく、いわゆる通常ベースでの運営・決算が行われており、結

果、財務諸表における当期純利益が５千万円となっています。 

また、現金収支での決算でも、附属病院の収入増や経費抑制により３億円の黒字とな

っており、教育、研究及び診療という本学の業務が適正に行われたものと認識していま

す。 

 

 

参考；平成１７事業年度決算 収益と費用 

○収 益                                          単位：百万円，％ 

区     分 １６年度 構成比 １７年度 構成比 

 運営費交付金収益 １６，３５２ ３８．８６ １６，０５６ ３７．４７

 学生納付金収益 ６，４１６ １５．２４ ６，５３９ １５．２６

 附属病院収益 １６，０９４ ３８．２４ １６，６０３ ３８．７４

 受託研究等収益 ８１０ １．９３ １，００２ ２．３４

 寄附金収益 ８４９ ２．０２ ８８６ ２．０７

 資産見返勘定戻入 １，１０８ ２．６３ １，２４８ ２．９１

 その他 ４５６ １．０８ ５１９ １．２１

 経常収益計 ４２，０８５ １００．００ ４２，８５３ １００．００



 ○費 用                                         単位：百万円，％ 

区     分 １６年度 構成比 １７年度 構成比 

 教育経費 １，５９２ ３．８４ １，７７６ ４．１６

 研究経費 ２，０９３ ５．０５ ２，０３１ ４．７５

 診療経費 １１，２７９ ２７．２１ １２，１４４ ２８．４３

 教育研究支援経費 ３８５ ０．９３ ４３１ １．０１

 受託研究費等 ８６６ ２．０９ ９９８ ２．３３

 人件費 ２２，６６４ ５４．６７ ２２，６６２ ５３．０５

 一般管理費 １，７８５ ４．３１ １，９０１ ４．４５

 財務費用 ７８８ １．９０ ７７８ １．８２

 経常費用計 ４１，４５２ １００．００ ４２，７２１ １００．００

 

３． 特記事項（附属病院での損失計上） 

平成１７事業年度における大学全体での経常利益は１億３千２百万円ですが、本学の開示

セグメント上、附属病院は１億３千３百万円の経常損失を計上しています。 

一方で、附属病院においては、平成１６事業年度に引き続き収入増及び経費抑制に努めて

おり、現金収支では５千２百万円の黒字となっています。 

国立大学法人の会計基準においては、運営費交付金、授業料収入及び寄附金等によって

資産を取得した場合の減価償却費については、損益に影響しないよう特有な会計処理を行い、

損益が均衡する取扱いとなっていますが、借入金によって資産を取得した場合の減価償却費

については、前述のような特有な会計処理を行うこととなっていないため、損益に影響すること

となります。 

附属病院においては、現在、病院再開発事業を進めており、本事業年度において国立大学

財務・経営センターからの借入金を財源とした施設・設備の整備を行ったことから、取得資産に

かかる多額の減価償却費（３億２千４百万円）が損益計算書上の費用として計上されたため、

現金収支の黒字分を吸収した形となり、決算において損失が計上される結果となりました。 

 

４． おわりに 

本事業年度決算における未処分利益５千万円については、後年度の教育研究の向上に活

用できるよう、目的積立金「教育研究環境整備事業積立金」として文部科学大臣の承認を受け

ることとして利益の処分（案）を提出しているところです。 

また、平成１８事業年度は総人件費改革への対応や平成１７事業年度と同様に附属病院に

おいて借入金による設備投資が計画されていることなど、財務上厳しい状況が予想されますが、

全学的な経費抑制を引き続き行うとともに、附属病院での診療収入を含む自己収入の増収に

努め、教育、研究及び診療が円滑に行われるよう努力していく所存です。 

 

 

国立大学法人金沢大学 

 理事（財務担当） 中 村 厚 生  


